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研究成果の概要（和文）： 文献レビュー・聞き取りの結果、地域住民の森林利用権に関する重要な動向のひとつであ
る集団的土地所有権に焦点を当てた。そして、その法制度が唯一実施されたビエンチャン特別市サントン郡において現
地調査を行った。その結果、個々の村落住民にとって、集団土地所有権の意味合いの重要度は薄くかった。一方、ほぼ
同時に実施された個人の土地証書発給事業については、彼らにとって、個人の土地（農地・森林）の所有権が確定され
ることとなり、重要な意味合いを持つことが分かった。

研究成果の概要（英文）：Based on the literature review, I decided to focus on the study of the communal 
land titling policy which is one of curtail policy for giving land tenue to local people group. Then, I 
carried out field work in the rural area of Sangthong district, Vientiane municipality, where the 
government implemented communal land titling policy at only this area in Laos.
 As a result, each individual rural villagers do not consider that the communal land titling is 
important. On the other hand, they regarded the private land titling programme as important for securing 
their own land.

研究分野：森林政策

キーワード： ラオス　地域住民　アクター分析　自然資源管理
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１．研究開始当初の背景 

1990 年代以降、東南アジア諸国では、地域

住民の権利に考慮した森林管理政策が導入さ

れ、その実施が促進されていった。しかし、

それら政策が有効に実施されなかったり、十

分な効果を得ることが出来ず、住民の権利が

十分に確保されなかったり、持続可能でない

森林管理が続けられていることが多くみられ

る。 

これら事態が起こる要因として、森林管理

制度や森林を巡るアクターの間の相互関係や

森林ガバナンスの脆弱さが指摘されている。

そこで本研究では、これまであまり注目され

てこなかったアクター間の関係、信頼やネッ

トワークといった社会関係資本などに注目し、

森林管理をめぐる課題を改善する方策に注目

する。 

本課題研究で選定したラオスは、これまで

あまり経済開発が進んでいなかったが、2000

年代中ごろ以降の貧困削減策や経済開放政策

に加え、近隣諸国からの資源需要、温暖化や

生物多様性といった国際的なイニシアティブ

の促進など、経済・社会のグローバル化が急

速に進められている。このような中、ラオス

は森林資源の位置づけが大きく変容しつつあ

る過渡期にあるといえ、アクター間の関係も

大きく再編成される可能性がある。 

 

２．研究の目的  

本課題研究は、まずラオスの森林関連政策

の中で、地域住民の権利に考慮した政策の特

徴を明らかにする。また土地・森林管理への

関与度合いの相違による地域住民の権利や利

益の実態を、社会関係資本のツールを通して

アクター間の相互関係を解明する。 

 

３．研究の方法  

本研究は、まずラオスにおける森林管理政

策に関する文献レビューをおこない、地域住

民の権利に配慮した政策・事業を明らかにし、

それら政策の特徴を把握することである（文

献・資料調査と分析）。 

現地調査では、森林管理への関与度合いの

相違による地域住民の土地森林への権利、義

務とその利益の実態を検討し、社会関係資本

をツールとして解明する（現地調査と分析）。 

また比較分析のため、周辺諸国の関連政策

についてもその特徴を把握する。 

 

４．研究成果  

ラオスの森林管理に関する文献・資料調査

を行った結果、調査時点において地域住民の

森林利用権について重要と考えられる動向は、

①改定森林法草案における地域住民の森林利

用権への配慮の明記の検討、②国レベル生産

林において、木材伐採時に地域住民と政府と

の共同森林管理を認める法制度の策定、③地

域住民の集団的土地所有権を認める法制度案

の施行、の３つであることが分かった。 

 ①森林法は、森林に関する法制度として最

も上位に位置し重要な法制度である。しかし

ながら、他の法制度、とくに土地に関する法

制度である土地利用政策および改正土地法案

との整合が必要と判断されており、2015年の

時点において改正森林法に関する議論は表面

上は止まり、森林法草稿も公開されていない。 

②は、2000年ごろに住民と政府が共同で森

林経営を行う「共同森林管理(Joint Forest 

Management」の概念が世界銀行などから提案

されたが、政府内部での調整の結果、日の目

を見ることはなかった。今回の法制度策定に

よって地域住民にも生産林での木材伐採によ

る利益分配が公式に認められることになり、

画期的な進捗があった。 

③については、これまで政府が地域住民に

対して土地利用権までしか移譲していなかっ

たものを、集団に対してとはいえ、土地の所

有権についても住民に移譲するものであり、

非常に画期的であるといえる。集団土地所有

権については、類似の政策がカンボジアの少



数民族を対象に実施されており、その共通

点・相違点について検討することは興味深い。 

森林関連法制度の実施体制においても、

2011年以降大きな変革があった。従来、ラオ

スの森林行政は農林省のもとの林野局（DOF)

が主な実施機関であった。しかし省庁改変に

伴い、新たに天然資源省と配下の森林資源管

理局が設置され、その森林資源管理局（DFRM)

に おいて森林三類型のうち、保護林

(Conservation Forest)と保安林(Protection 

Forest)を管轄することとなった。林野局

（DOF)は、生産林（Production Forest）およ

び３類型から外れてしまっているその他の森

林を管理することとなった。中央での林野管

理機関が2つに分割されたため、地方行政の末

端である郡レベルにおいても森林を管轄する

機関が農林省管轄の郡農林事務所（DAFO)の森

林課と天然資源省管轄の郡天然資源事務所

（DONRE)の森林管理課の2つに分かれてしま

い、複雑化した。 

 

現地調査については、まず南部の保護地

域・生産林地域を中心に調査を行い、地域住

民・地方行政など主なアクターの役割・権利・

義務の動向について調査を行った。林野行政

組織の２分化（農林省系と天然資源環境省系）

は現地においても確認されたが、生産林での

住民の権利確保に関する法制度については、

正式な森林伐採が限られており十分に運用が

なされていない。また、土地・森林利用形態

に大きな変化は見られなかった。むしろ、経

済開発による商品作物の栽培による土地の囲

い込み、違法伐採の横行が顕著になってきた

ように見られ、森林管理計画の整備が進んだ

生産林よりも、保護林や保安林でも顕著なも

のとなった。 

その後の現地調査は、集団的土地所有権の

事業が実施され、かつ農村部で数少ない土地

所有権の確定の動きが進んでいるビエンチャ

ン特別市・サントン郡での土地森林に関する

動向を中心に、関連政策の実施状況とその影

響について行った。その結果、かつては慣習

的な土地・森林利用を行っていたが、1993年

以降①土地税の徴収(1993)、②③２回(1998．

2007)の土地森林分配政策、④土地所有権確定

事業(2009)と、大きく４回の節目があったこ

とが分かった。とくに1993年と2009年の事業

が土地所有に大きく影響を与えている。アク

ターの動向を概観すると、1993年以前は地域

住民による慣習的な管理が専行していた。

1993年になって、税務担当部局による税徴収

が始まり、地方行政も土地森林管理にかかわ

りが大きくなる。大きな変革がおこるのは、

1995年に周辺森林の一部がラオス国立大学の

演習林となってからである。これ以降、大学

とともに援助機関による事業が多く展開され、

これらアクターがこの地域での森林管理事業

に大きく関与することとなった。上述の②～

④はいずれも、地方行政の業務を援助機関が

支援するという形で展開されていった。2000

年代後半以降、首都からサントン郡へのアク

セスがたびたび改善され、商品作物・ゴムと

いった土地セクターにかかわる民間の関与も

大きくなりつつあることが分かった。 

またラオスと同じく集団的土地所有権制度

についての事業を展開しているカンボジアの

保護林地帯での実態についても、文献調査や

聞き取り調査を行った。 

さらに熱帯林政策に重要な影響を与える

REDDプラスに関する最新の動向についても、

常に収集、分析を行うようにした。 

 

本課題研究では、近年になり森林管理政策

として重要度の増すREDDプラスにおける住民

の権利についても研究対象に含んでいた。

REDDプラスを含めたラオス政府内での検討を

把握するため、現地調査を含めた研究遂行期

間を平成27年度まで延期した。 
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